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学校教材費の
無償化へ

都政に関するご意見・ご要望は都議会公明党まで
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　都議会公明党は、これまでも「教育費の負担のかからな
い東京」を目指して、学生パスの導入を求めてきました。
鉄道に比べて割高なバスの通学定期代の実態を踏まえ、今
より低い金額で利用できる学生パスについては、都民から
大きな反響があり、一日も早い導入を求める声が届いてい
ることから、知事がリーダーシップを発揮し、学生パスの
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学生パスの早期導入を

　都議会公明党は、学校教材費の
無償化を進めるにあたり、SDGs
（持続可能な開発目標）の観点からも
学校に教材や学用品を備え付け、児童生徒の皆さんが共同
で使うという方法など、様々な方策を検討するよう都に求
めてきました。先の定例会での都立高校での取組に加え、
今定例会では、公立の小中学校においても、教材や学用品
の購入の負担が軽減する取組を調査検討して、実現すべき
と主張。知事は「義務教育における教材や学用品等の在り

方について、共同利用の方法も含
め、様々な観点から海外の事例を
調査し、その結果を検討の基礎資
料としてとりまとめ、教育委員会
とも共有する」と答えました。
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　私立中学校に通っている都内生徒は、
中学生全体の約25％であるにもかかわらず、
私立小中学校の給食費の無償化を財政支援しているのは、
９つの自治体のみです。都議会公明党は、この制度が都の
財政支援で他の自治体にも普及するよう、強く要望しまし
た。その結果、都は、令和８年度に、区市町村が補助を実
施した場合、その２分の１を助成する予算を計上。しかし、
予算規模は 15 の自治体分しかないため、この制度を希望
する全ての自治体で活用できるよう対応すべきと主張しま

した。都は「今後、丁寧な制度の
周知を行い、給食費の助成を行お
うとする区市町村が円滑に事業を
実施できるよう、環境づくりを支
援していく」と答弁しました。
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早期導入に取組むべきと主張。知事は「学生等が安心して
学ぶことができる環境は重要であり、令和８年度、小学生
から大学生までを対象に調査を
行い、通学手段を始め、地域や
家庭ごとの通学でのバス利用に
係る負担の状況など、学生等の
通学実態等を様々な観点から分
析していく」と答弁しました。
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　先の定例会で都議会公明党は、宿泊税を見直しその財源を活
用して、東京の高い宿泊代や、飲食代などを安くする都民割の
導入を提案してきました。都は、今定例会に宿泊税の改正条例
を提出。新たに、約120億円の増収が見込まれるため、改めて、
その導入に向けた都の取組について見解を求めました。都は「令
和８年度は、都民による都内観光の現状を踏まえ、国内外の観
光施策の事例調査等を新たに実施し、その結果を参考にしなが
ら、都民を含む誘客の方策を検討する」と答弁しました。
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ホテルや飲食店などに
都民割の導入を

　都議会公明党が令和３年から政策目標に掲げ、繰り返し求めて
きた、動物愛護相談センターの新規開設について、動物の保護機
能を高めるとともに、多くの都民が訪れるアミューズメント性を
持たせた施設として、早期に整備を進めるべきと質しました。都
は「人と動物との共生社会の実現に向け機能を強化するため、世
田谷区の施設を板橋区内に移転整備し、明るく開かれた施設を目
指す基本計画を、本年３月までに策定し、関係者の意見を聞きな
がら開設に向けた取組を進める」と答弁しました。
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早期に整備せよ

　長年にわたり、都議会公明党は、渋滞の要因となっている高速道路の
本線料金所の撤廃を求めてきました。令和８年１月には、首都高におい
て、永福本線料金所を撤廃していく計画が発表。この機を捉え、都とし
ても、最も朝夕の渋滞が激しい永福本線料金所を撤廃する取組を加速化
するべきと、知事に見解を求めました。知事は「本線料金所の撤廃は、
交通の円滑化や事故の低減につながるため早期実現が重要。都は予算を
拡充し、令和８年度より設計を開始するなど、永福本線料金所撤廃の早
期実現に向けた取組を強力に推進していく。」と答弁しました。
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首都高速道路の
本線料金所を早期撤廃

　都議会公明党が要望し、都が 11,000 ポイントを付与する東京ア
プリ生活応援事業には、参加したくてもスマホを使うことが困難な、
障害のある方や認知症の方などもいます。都議会公明党は、代理申
請などを通じてもれなく参加できるように支援すべきと主張しまし
た。都は「障害や認知症等を抱え自ら操作することが困難な方も含
め参加できるよう取り組むことが重要である。令和８年度、代理申
請の仕組みを導入する。具体的には障害の程度など代理申請が可
能な対象者や、本人との関係性を踏まえた代理人の範囲、運用方法
等の検討を速やかに進める。その際なりすましや不正利用防止等の
課題も含め確認手順を確立していく」と答弁しました。
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プリ生活応援事業には、参加したくてもスマホを使うことが困難な、
障害のある方や認知症の方などもいます。都議会公明党は、代理申
請などを通じてもれなく参加できるように支援すべきと主張しまし
た。都は「障害や認知症等を抱え自ら操作することが困難な方も含
め参加できるよう取り組むことが重要である。令和８年度、代理申
請の仕組みを導入する。具体的には障害の程度など代理申請が可
能な対象者や、本人との関係性を踏まえた代理人の範囲、運用方法
等の検討を速やかに進める。その際なりすましや不正利用防止等の
課題も含め確認手順を確立していく」と答弁しました。

東京アプリの
代理申請導入を

　羽田空港と新宿駅を結ぶ、羽田空港アクセス線・西山手ルートの整備
で、中央線沿線及び青梅線沿線の住民、さらには埼京線沿線の住民も乗
り換えなしで、羽田空港まで行けるようになります。都民の利便性向上
に寄与する路線として、本路線の早期実現に向けて、都が積極的に関係
者との協議を加速するべきとして、知事に見解を求めました。知事は「羽
田空港の機能を最大限に発揮するため鉄道アクセスの充実は重要。西山
手ルートは、多摩方面も含めた広範囲な利便性向上が期待されており、
都は、国や JR 東日本との協議調整において、事業計画の具体化や事業
費の精査等とともに、国の補助制度の活用について検討を進めている。
また、事業スキームの具体化や財源の確保を国に要請した。今後も、早
期実現を目指し取り組んでいく」と答弁しました。
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乗り換えなしで行ける
羽田空港アクセス線の整備を

　昨今の区市町村における地域公共交通は、減便や廃止が進んで
おり、地域公共交通の確保は喫緊の課題となっています。このため、
都議会公明党は、現場からの、交通空白地を対象要件とした補助制
度の拡充や、地域が運営する取組に対する燃料費など、運行経費を
含めた支援を求める声を受け、具体的な支援策の拡充を求めまし
た。都は「コミュニティバス運行への補助限度額を引き上げ月約
70 万円とし、ルート等を見直す場合の支援を２年から５年に延長
する。地域住民が運営するグリーンスローモビリティやワゴン車両
等の購入費を890万円を限度に支援を行う」と答弁しました。
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地域公共交通への
支援拡充を

　都議会公明党は、低所得世帯のエアコン設置促進に向けて、区
市町村が支援する場合の助成制度の創設を提案してきました。そ
の結果、令和７年度最終補正予算案に、助成制度が盛り込まれま
した。すべての区市町村が実施できるよう、都が積極的に働きか
け、区市町村に対して周知徹底すべきと主張。都は「夏の暑さか
ら都民の命を守る対策は急務である。令和８年度、低所得世帯に、
10 万円を上限として、区市町村にエアコン設置費用の 3/4（生
活保護世帯は 10/10）を助成する。地域の実情に応じて、対象と
なる低所得世帯を設定できるほか、新規購入に限らず、買換えも
対象と認めるなど、柔軟な補助制度とする。今後更に、積極的な
取組が進むよう、強力に後押ししていく」と答えました。
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取組が進むよう、強力に後押ししていく」と答えました。

　都議会公明党は、低所得世帯のエアコン設置促進に向けて、区
市町村が支援する場合の助成制度の創設を提案してきました。そ
の結果、令和７年度最終補正予算案に、助成制度が盛り込まれま
した。すべての区市町村が実施できるよう、都が積極的に働きか
け、区市町村に対して周知徹底すべきと主張。都は「夏の暑さか
ら都民の命を守る対策は急務である。令和８年度、低所得世帯に、
10 万円を上限として、区市町村にエアコン設置費用の 3/4（生
活保護世帯は 10/10）を助成する。地域の実情に応じて、対象と
なる低所得世帯を設定できるほか、新規購入に限らず、買換えも
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低所得世帯に
エアコン設置支援を

　都議会公明党の要望に応じ、都は昨年度から実施している小児イン
フルエンザワクチンとともに、鼻の中に噴き付けるだけで、接種回数
が一回で済み、注射に比べて負担も軽い経鼻ワクチンも補助対象に追
加しました。しかしその一方で、小児インフルエンザワクチンの補助
や、経鼻ワクチンの補助を活用していない自治体もあるため、全ての
子どもが平等に接種機会を得られるよう、更なる利用を促していくべ
きと主張。都は「現在、都内 35 の自治体が経鼻ワクチンを対象とし
ている。都は実施状況をきめ細かく把握するとともに、本事業の趣旨
について様々な機会を捉えて説明し支援していく」と答弁しました。
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